
○ふじみ野市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

平成２９年２月２１日 

告示第４０号 

改正 平成３０年７月３１日告示第２１９号 

平成３１年３月８日告示第５７号 

令和２年２月６日告示第１７号 

令和３年３月３１日告示第９４号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総

合事業」という。）の実施について、法及び介護保険法施行規則（平成１１年

厚生省令第３６号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、法、介護保険法施行令（平成１０年政

令第４１２号。以下「政令」という。）、省令、介護予防・日常生活支援総合

事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示第１

９６号）及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６０９００

１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）の定める

ところによる。 

（事業の内容） 

第３条 市長は、総合事業として、次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 第１号事業として次に掲げる事業 

ア 第１号訪問事業 

イ 第１号通所事業 

ウ 第１号介護予防支援事業 

(2) 一般介護予防事業として次に掲げる事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

２ 市長は、総合事業のうち次に掲げるものについては、補助又は法第１１５条

の４７第４項の規定に基づく委託により実施するものとする。 

(1) 第１号訪問事業及び第１号通所事業のうち、市又は指定事業者により提供

されるものを除くもの 

(2) 第１号介護予防支援事業のうち、居宅要支援被保険者に係るもの 

（第１号事業支給費の支給の要件） 



第４条 第１号訪問事業及び第１号通所事業に係る第１号事業支給費の支給は、

次の各号のいずれかに該当するときに限り、行うものとする。 

(1) 居宅要支援被保険者等が第１号介護予防支援事業を受けることをあらかじ

め市長に届け出ている場合であり、かつ、第１号訪問事業及び第１号通所事

業が当該第１号介護予防支援事業に係る省令第１４０条の６２の５第１項第

１号及び第２項第１号に掲げる居宅要支援被保険者等ごとに作成される計画

（以下「第１号介護予防支援計画」という。）に含まれているとき。 

(2) 指定介護予防支援を受けることをあらかじめ市長に届け出ている場合であ

り、かつ、第１号訪問事業及び第１号通所事業が当該指定介護予防支援に係

る介護予防サービス計画の対象となっているとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。 

（第１号事業支給費） 

第５条 省令第１４０条の６３の２第１項第１号及び第２号に掲げる厚生労働大

臣が定める基準の例により算定した費用の額及び同項第３号に掲げる市が定め

る基準により算定した費用の額は、別に定める。 

２ 省令第１４０条の６３の２第１項第２号に規定する市が定める額及び同項第

３号に規定する市が定める割合は、次に掲げるものとする。 

(1) 省令第１４０条の６３の２第１項第２号イの規定に基づき市が定める額は、

同項第１号イに規定する厚生労働大臣が定める基準の例により算定した費用

の額の１００分の９０に相当する額とする。 

(2) 省令第１４０条の６３の２第１項第２号ロの規定に基づき市が定める額は、

同項第１号ロに規定する厚生労働大臣が定める基準の例により算定した費用

の額の１００分の１００に相当する額とする。 

(3) 省令第１４０条の６３の２第１項第３号イの規定に基づき市が定める割合

は、１００分の９０とする。 

(4) 省令第１４０条の６３の２第１項第３号ロの規定に基づき市が定める割合

は、１００分の１００とする。 

３ 前項第１号及び第３号の規定の適用については、省令第１４０条の６３の２

第３項及び第４項の規定を準用する。この場合において、別表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替

えるものとする。 

４ 第１項の規定により市が厚生労働大臣が定める基準の例により算定した費用

の額及び市が定める基準により算定した費用の額並びに第２項第２号及び第４

号の規定は、委託により実施する第１号介護予防支援事業に係る費用の算定に

ついて準用する。 

（支給の制限） 

第６条 市長は、第１号事業支給費の支給について、別に定めるところにより、

法第４章第６節に規定する保険給付の制限等に相当する措置を取ることができ



るものとする。 

（審査及び支払） 

第７条 市長は、法第１１５条の４５の３第５項に規定する審査及び支払の事務

について、同条第６項の規定により埼玉県国民健康保険団体連合会に委託する

ものとする。 

２ 市長は、法第１１５条の４７第４項に規定する第１号介護予防支援事業の実

施に係る費用の支払決定に係る審査及び支払の事務について、同条第６項の規

定により埼玉県国民健康保険団体連合会に委託するものとする。 

（第１号事業支給費の支給限度額） 

第８条 居宅要支援被保険者が法第５５条第１項に規定する介護予防サービス等

区分ごとに月を単位として当該居宅要支援被保険者の要支援認定有効期間に係

る日が属する月についてそれぞれ当該月の初日からの１か月間において受けた

１つの介護予防サービス等区分に係る介護予防サービスにつき支給する介護予

防サービス費の額の総額、特例介護予防サービス費の額の総額、地域密着型介

護予防サービス費の額の総額、特例地域密着型介護予防サービス費の額の総額

及び指定事業者により行われる第１号事業（以下「指定第１号事業」という。）

に係る第１号事業支給費の額の総額の合計額は、介護予防サービス費等区分支

給限度基準額（居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービ

ス費等区分支給限度基準額（平成１２年厚生省告示第３３号。次項において「支

給限度額通知」という。）第２号に規定するものをいう。）を基礎として、法

第５５条第１項の規定の例により算定した額の１００分の９０を超えることが

できないものとする。 

２ 事業対象者が月を単位として当該事業対象者の法第１１５条の４５第１項第

１号イ及びロに規定する厚生労働省令で定める期間に係る日が属する月の初日

からの１か月間において受けた指定第１号事業に要した費用につき支給する第

１号事業支給費の額の総額は、支給限度額通知第２号イ（事業対象者の状態に

より、市長が必要と認めた場合は、同号ロ）に規定する単位数を基礎として、

法第５５条第１項の規定の例により算定した額の１００分の９０を超えること

ができないものとする。 

３ 前２項に規定する第１号事業支給費の額を算定するに当たっては、当該額か

ら市長が別に定めるところにより算定した額を控除するものとする。 

４ 第１号被保険者であって政令第２９条の２第１項で定めるところにより算定

した所得の額が同条第２項で定める額以上である居宅要支援被保険者等が受け

る第１号事業支給費の適用については、第１項及び第２項中「１００分の９０」

とあるのは、「１００分の８０」とする。 

５ 前項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

(1) 指定第１号事業に該当するサービスを受けた第１号被保険者及びその属す

る世帯の他の世帯員である全ての第１号被保険者について、当該指定第１号



事業に該当するサービスのあった日の属する年の前年（当該指定第１号事業

に該当するサービスのあった日の属する月が１月から７月までの場合にあっ

ては、前々年）中の公的年金等の収入金額及び同年の合計所得金額から所得

税法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除

して得た額の合計額が政令第２９条の２第３項第１号に掲げる額に満たない

場合 

(2) 指定第１号事業に該当するサービスを受けた第１号被保険者が当該指定第

１号事業に該当するサービスのあった日の属する年度（当該指定第１号事業

に該当するサービスのあった日の属する月が４月から７月までの場合にあっ

ては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の定めるところ

による市町村民税を課されていない者又は市町村の条例で定めるところによ

り当該市町村民税を免除された者である場合 

(3) 指定第１号事業に該当するサービスを受けた第１号被保険者が当該指定第

１号事業に該当するサービスを受けた日において生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者である場合 

６ 第１号被保険者であって政令第２９条の２第４項で定めるところにより算定

した所得の額が同条第５項で定める額以上である居宅要支援被保険者等が受け

る第１号事業支給費の適用については、第４項の規定にかかわらず、第１項及

び第２項中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の７０」とする。 

７ 前項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

(1) 指定第１号事業に該当するサービスを受けた第１号被保険者及びその属す

る世帯の他の世帯員である全ての第１号被保険者について、当該指定第１号

事業に該当するサービスのあった日の属する年の前年（当該指定第１号事業

に該当するサービスのあった日の属する月が１月から７月までの場合にあっ

ては、前々年）中の公的年金等の収入金額及び同年の合計所得金額から所得

税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た額の合計額が政令第

２９条の２第６項第１号に掲げる額に満たない場合 

(2) 第５項第２号又は第３号に掲げる場合 

（平３０告示２１９・一部改正） 

（第１号事業支給費の額の特例） 

第９条 市長は、災害その他特別な事情があることにより、居宅要支援被保険者

等が必要な費用を負担することが困難であると認めるときは、第１号事業支給

費の額の特例を決定することができる。 

２ 居宅要支援被保険者等は、第１号事業支給費の額の特例を受けようとすると

きは、介護予防・日常生活支援総合事業利用者負担額減額・免除申請書（様式

第１号）により市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請を受けた場合において、第１号事業支給費の

額の特例の承認をしたときは、介護予防・日常生活支援総合事業利用者負担額



減額・免除認定証（様式第２号）を交付するものとする。 

４ 第１号事業支給費の額の特例の基準については、市長が別に定める。 

（令２告示１７・追加） 

（高額介護予防サービス費相当事業費） 

第１０条 市長は、居宅要支援被保険者等が受けた指定第１号事業に要した費用

の合計額として市長が定めるところにより算定した額から、当該費用につき支

給された第１号事業支給費の合計額を控除して得た額（以下「第１号事業利用

者負担額」という。）が著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者等

に対し、高額介護予防サービス費相当事業費を支給する。 

（令２告示１７・旧第９条繰下） 

（高額医療合算介護予防サービス費相当事業費） 

第１１条 市長は、居宅要支援被保険者等の指定第１号事業費に係る第１号事業

利用者負担額（前条の規定に基づく高額介護予防サービス費相当事業費が支給

される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）、介護サ

ービス利用者負担額（高額医療合算介護サービス費が支給される場合にあって

は、当該支給額に相当する額を控除して得た額）、介護予防サービス利用者負

担額（高額医療合算介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支

給額に相当する額を控除して得た額）及び当該居宅要支援被保険者等に係る健

康保険法（大正１１年法律第７０号）第１１５条第１項に規定する一部負担金

等の額（同項の高額療養費及び同法第１１５条の２第１項に規定する高額介護

合算療養費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して

得た額）その他の医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５

７年法律第８０号）に定めるこれに相当する額として政令第２２条の３第１項

各号に掲げる額（医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律第８５条

第１項の規定による高額介護合算療養費が支給される場合にあっては、当該支

給額に相当する額を控除して得た額）の合計額が、著しく高額であるときは、

当該居宅要支援被保険者等に対し、高額医療合算介護予防サービス費相当事業

費を支給する。 

（平３０告示２１９・一部改正、令２告示１７・旧第１０条繰下） 

（受託者の遵守事項） 

第１２条 法第１１５条の４７第４項の規定により総合事業の実施を委託された

者（以下「受託者」という。）は、省令第１４０条の６２の３第２項各号に掲

げる基準を遵守しなければならない。 

２ 受託者は、法第１１５条の４７第５項の規定により第１号介護予防支援事業

の実施を委託する場合は、当該委託をした者に省令第１４０条の６２の３第２

項各号に掲げる基準を遵守させるものとする。 

（令２告示１７・旧第１１条繰下） 

（事業対象者の判定） 



第１３条 市長が行う事業対象者に該当することについての判定（この条及び次

条において「判定」という。）を受けようとする第１号被保険者（次項におい

て「被判定者」という。）は、基本チェックリスト（様式第３号）に必要な事

項を記載し、市長（第７項の規定により委託を受けた者を含む。）に提出しな

ければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、被判定者による基本チェックリスト（様式第３号）

の提出に支障があると市長が認めるときは、当該被判定者からの電話による聞

取り又は当該被判定者の家族等による提出の代行をもって、当該被判定者によ

る基本チェックリスト（様式第３号）の提出に代えることができるものとする。 

３ 第１号事業を利用している事業対象者が一般介護予防事業を利用する場合又

は判定の実施日若しくは直近の総合事業（第１号介護予防支援事業を除く。こ

の条において同じ。）の利用日から起算して２か月以上経過した事業対象者が

総合事業を利用する場合は、再度判定を行うものとする。 

４ 前項の規定による判定に係る基本チェックリスト（様式第３号）の提出は、

法第１１５条の４７第５項の規定により、第１号被保険者に係る第１号介護予

防支援事業の実施について委託を受けた居宅介護支援事業者が代行することが

できる。 

５ 判定の実施日が、省令第３８条第１項に規定する要介護認定有効期間又は省

令第５２条第１項に規定する要支援認定有効期間（以下この項においてこれら

を「認定有効期間」という。）内にある第１号被保険者について事業対象者で

ある旨の判定を行った場合は、当該認定有効期間の満了日の翌日から第１号事

業を利用できるものとする。ただし、判定を行う日から認定有効期間の満了日

までの期間が６０日を超える第１号被保険者については、判定を行わないもの

とする。 

６ 要介護認定を受けた第１号被保険者であって、当該要介護認定の要介護認定

有効期間の開始日から判定を行う日までの間において、当該要介護認定による

介護給付に係る居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービス並びにこ

れらに相当するサービスを受けたことがなく、かつ、判定を行う日から当該要

介護認定の要介護認定有効期間の満了日までの間に受ける見込みのない者につ

いては、前項の規定は適用しない。 

７ 市長は、判定に係る事務について、地域包括支援センターに委託することが

できる。 

（令２告示１７・旧第１２条繰下、令３告示９４・一部改正） 

（事業対象者の資格の終了） 

第１４条 前条の規定による判定の結果事業対象者に該当した者が、次のいずれ

かに該当した場合は、事業対象者の資格を終了するものとする。 

(1) 要介護認定又は要支援認定を受けたとき。 

(2) 第１号事業の利用の終了を希望し、第１号事業利用終了届出書（様式第４



号）を市長に届け出たとき。 

（令３告示９４・追加） 

（第１号介護予防支援事業の利用の手続） 

第１５条 居宅要支援被保険者等は、第１号介護予防支援事業を利用しようとす

るときは、ふじみ野市介護保険条例施行規則（平成１７年ふじみ野市規則第９

８号）第２３条に規定する介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメ

ント依頼（変更）届出書に介護保険被保険者証（次項において「被保険者証」

という。）及び基本チェックリスト（様式第３号）の写し（第１３条第７項の

規定により委託を受けた者が判定を行った場合に限るものとし、直近の判定に

係るものに限る。）を添えて、市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項に規定する届出に係る居宅要支援被保険者等が事業対象者であ

るときは、当該届出をした者が事業対象者である旨及び判定の実施日等を被保

険者証に記載し、これを当該被保険者に返付するものとする。 

３ 第１項に規定する届出は、居宅要支援被保険者等に代わって、当該被保険者

に対して第１号介護予防支援事業を行う地域包括支援センター（法第１１５条

の４７第５項の規定により委託を受けた者を含む。）が行うことができる。 

（令２告示１７・旧第１３条繰下、令３告示９４・旧第１４条繰下・一

部改正） 

（委託等事業の利用の申請） 

第１６条 指定第１号事業以外の第１号事業（第１号介護予防支援事業を除く。

以下「委託等事業」という。）を利用しようとする者（次条において「利用申

請者」という。）は、介護予防・日常生活支援総合事業利用申請書（様式第５

号。以下「利用申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請し

なければならない。 

(1) 利用者基本情報（利用者の状況を把握するための基礎的な情報をいう。）

に関する書類の写し 

(2) 介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果（継続的な第１号

介護予防支援事業の提供が必要ない場合に、当該事業の利用者に係るアセス

メント結果等を記した上で、当該第１号介護予防支援事業の実施者から当該

利用者に交付される書面をいう。）、第１号介護予防支援計画又は法第８条

の２第１６項に規定する介護予防サービス計画を記した書面をいう。）の写

し 

（令２告示１７・旧第１４条繰下、令３告示９４・旧第１５条繰下・一

部改正） 

（委託等事業の利用の決定） 

第１７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

委託等事業の利用の承認又は不承認を決定し、介護予防・日常生活支援総合事

業利用承認（不承認）通知書（様式第６号）により利用申請者に通知し、当該



利用申請者に関する第１号事業の実施に資する情報を当該利用申請者が利用す

る委託等事業の受託者及び当該委託等事業の利用を第１号介護予防支援計画に

位置づけた第１号介護予防支援事業者に通知するものとする。 

２ 前条に規定する利用申請者が、介護予防サービス計画又は第１号介護予防支

援計画により、指定介護予防通所介護又は指定事業者から提供される第１号通

所事業を利用している場合は、第１号通所事業のうち、概ね３か月から６か月

までの期間に保健師、理学療法士及び歯科衛生士等の保健医療の専門職により

提供されるものの利用については、前項の承認を行わないものとする。 

（令２告示１７・旧第１５条繰下、令３告示９４・旧第１６条繰下・一

部改正） 

（委託等事業の利用の変更等） 

第１８条 前条第１項の規定により承認の決定を受けた者（以下「利用者」とい

う。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、介護予防・日常生活支援総

合事業申請内容変更（利用辞退）届出書（様式第７号）により、速やかに市長

に届け出なければならない。 

(1) 利用申請書の記載事項に変更があるとき。 

(2) 転出又は死亡したとき。 

(3) 要介護認定を受け、当該要介護認定による介護給付に係る居宅サービス、

地域密着型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当するサービスを利

用することとなったとき。 

(4) 委託等事業の利用を辞退するとき。 

２ 市長は、前項に規定する届出があったときは、当該届出の内容を当該委託等

事業の受託者及び当該委託等事業の利用を、介護予防サービス計画に位置付け

た介護予防支援事業者又は第１号介護予防支援計画に位置付けた第１号介護予

防支援事業者に通知するものとする。 

（令２告示１７・旧第１６条繰下、令３告示９４・旧第１７条繰下・一

部改正） 

（委託等事業の中止等） 

第１９条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、委託等事業

の利用を中止させ、又は利用の承認を取り消すことができる。 

(1) 疾病にかかり、又は負傷し、治療を受ける必要があるとき。 

(2) 疾病にかかり、医師により他者への感染の危険があると診断されたとき。 

(3) 転出し、入院し、又は施設に入所したとき。 

(4) 前条第１項第３号に該当することとなったとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が委託等事業の利用を不適当と認めたと

き。 

２ 市長は、前項第５号に掲げる理由により利用の中止又は承認の取消しを行っ

たときは、介護予防・日常生活支援総合事業利用中止（承認取消）通知書（様



式第８号）により当該利用者及び当該利用者に対し委託等事業を実施している

受託者に通知するものとする。 

（令２告示１７・旧第１７条繰下、令３告示９４・旧第１８条繰下・一

部改正） 

（実績報告） 

第２０条 委託等事業の受託者は、１か月ごとの利用者の委託等事業の利用実績

を記した書面を当該委託等事業の利用があった日の属する月の翌月の１０日ま

でに当該利用者に交付しなければならない。 

２ 委託等事業の受託者は、市長が定める方法により委託等事業の実施状況を集

計し、当該集計内容を市長に報告しなければならない。 

（令２告示１７・旧第１８条繰下、令３告示９４・旧第１９条繰下） 

（指定事業者の欠格事項） 

第２１条 市長は、法第１１５条の４５の５第１項に規定する申請があった場合

において、同条第２項に規定する場合のほか、当該申請者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、指定事業者の指定をしない。 

(1) 申請者が法人でないとき。 

(2) 申請者が法第１１５条の２第２項第４号から第６号まで及び第６号の３か

ら第９号までの規定に該当するとき。 

(3) 申請者が、法第１１５条の４５の９の規定により指定を取り消され、その

取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該取消しの処分に係るふじ

み野市行政手続条例（平成１７年ふじみ野市条例第１２号）第１５条第１項

の規定による通知（以下この条において「聴聞通知」という。）があった日

前６０日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して

５年を経過しないものを含む。）であるとき。 

(4) 申請者と密接な関係を有する者が、法第１１５条の４５の９の規定により

指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないもの

であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定事業者の指定の取消しのう

ち当該指定の取消しの処分の理由となった事実に関して当該指定事業者が有

していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当

しないとすることが相当であると認められる場合を除く。 

(5) 申請者が、法第１１５条の４５の９の規定による指定の取消しの処分に係

る聴聞通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定す

る日までの間に省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による第１号

事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を

除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

(6) 申請者が、法第１１５条の４５の７第１項の規定による検査が行われた日

から当該検査の結果により指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決

定をすることが見込まれる日までの間に省令第１４０条の６２の３第２項第



４号の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当

の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しない

ものであるとき。 

(7) 第５号に規定する期間内に省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定

による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、聴聞通知があっ

た日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理

由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人以外の者が運営す

る事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理

者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであると

き。 

(8) 申請者が、指定の申請前５年以内に第１号事業及び法第２３条に規定する

居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

(9) 申請者が、ふじみ野市暴力団排除条例（平成２５年ふじみ野市条例第２号）

第２条第１号に掲げる暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力団員等又は

これらと密接な関係を有すると認められる者であるとき。 

(10) 申請者の役員等又は役員等であった者のうちに第２号から前号までのい

ずれかに該当する者があるとき。 

（平３０告示２１９・一部改正、令２告示１７・旧第１９条繰下、令３

告示９４・旧第２０条繰下） 

（指定の有効期間） 

第２２条 省令第１４０条の６３の７に規定する市が定める期間は、６年とする。

ただし、法第１１５条の４５の５第１項の規定による申請に係る事業所が事業

開始日の前日時点において、指定訪問介護又は指定通所介護に係る法第４１条

第１項本文の指定又は指定地域密着型通所介護に係る法第４２条の２第１項本

文の指定を受けているときは、当該事業開始日から当該指定の有効期間満了日

までを当該市が定める期間とする。 

（令２告示１７・旧第２０条繰下、令３告示９４・旧第２１条繰下） 

（指定の申請） 

第２３条 法第１１５条の４５の５第１項の規定による申請は、指定・更新申請

書（様式第９号）により、当該申請に係る事業の開始予定日の１か月前までに

行わなければならない。 

２ 法第１１５条の４５の６第１項に規定する指定事業者の指定の更新に係る申

請は、前項の申請書により、当該申請に係る現に受けている指定の有効期間の

満了の日の１か月前までに行うものとする。 

（平３１告示５７・一部改正、令２告示１７・旧第２１条繰下、令３告

示９４・旧第２２条繰下・一部改正） 

（指定の通知） 

第２４条 市長は、前条に規定する申請があった場合は、指定の適否を審査し、



法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定をするときは介護予防・日常生

活支援総合事業指定事業者指定通知書（様式第１０号）により、指定をしない

ときは介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者不指定通知書（様式第１１

号）により当該申請をした者に通知するものとする。 

２ 指定事業者は、前項の通知を受けた場合は、同項の通知書を当該指定に係る

事業所の見やすい場所に標示するものとする。 

（令２告示１７・旧第２２条繰下、令３告示９４・旧第２３条繰下・一

部改正） 

（指定の拒否） 

第２５条 市長は、前条に規定する指定の適否の審査において、当該申請をした

者を指定することにより、市が定める介護保険事業計画に規定する地域支援事

務に係る計画量を超過する場合その他の市における地域支援事業の円滑かつ適

切な実施に際して支障が生じる場合においては、法第１１５条の４５の３第１

項に規定する指定をしないことができる。 

（令３告示９４・追加） 

（変更の届出等） 

第２６条 指定事業者は、当該指定に係る省令第１４０条の６３の５第１項第１

号、第２号、第４号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）、第５号、

第７号及び第８号に掲げる事項に変更があったとき、又は休止した当該指定に

係る事業を再開したときは、１０日以内にその旨を市長に届け出なければなら

ない。 

２ 前項及び省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による届出は、前項

に規定する事項の変更に係るものにあっては変更届出書（様式第１２号）によ

り、事業の廃止、休止又は再開に係るものにあっては廃止・休止・再開届出書

（様式第１３号）により、それぞれ行うものとする。 

（平３１告示５７・一部改正、令２告示１７・旧第２３条繰下、令３告

示９４・旧第２４条繰下・一部改正） 

（指定の取消し等） 

第２７条 市長は、法第１１５条の４５の９の規定により、指定事業者の指定を

取り消したとき、又は当該指定の全部若しくは一部の効力を停止したときは、

介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定取消（停止）通知書（様式第

１４号）により、当該指定事業者に通知するものとする。 

（令２告示１７・旧第２４条繰下、令３告示９４・旧第２５条繰下・一

部改正） 

（事業所情報の提供） 

第２８条 市長は、法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定を行ったとき、

及び第２６条の規定による届出（以下この条において「指定等」という。）が

あったときは、国民健康保険団体連合会その他の関係機関に対して、当該指定



等に係る事業所に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することができる。 

(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 当該事業所の指定の申請書及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名

及び住所 

(3) 指定年月日 

(4) 事業開始年月日 

(5) 運営規程 

(6) 総合事業事業所番号又は介護保険事業所番号 

（令２告示１７・旧第２５条繰下、令３告示９４・旧第２６条繰下・一

部改正） 

（その他） 

第２９条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

（令２告示１７・旧第２６条繰下、令３告示９４・旧第２７条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 総合事業の利用に係る申請、決定その他の準備行為は、この告示の施行前に

おいても、行うことができる。 

附 則（平成３０年告示第２１９号） 

この告示は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則（平成３１年告示第５７号） 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年告示第１７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行し、この告示による改正後のふじみ野市介護

予防・日常生活支援総合事業実施要綱の規定は、令和元年１０月１日から適用

する。 

（ふじみ野市介護サービス利用者負担金助成事業実施要綱の一部改正） 

２ ふじみ野市介護サービス利用者負担金助成事業実施要綱（平成２２年ふじみ

野市告示第９５号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（令和３年告示第９４号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

省令の規定中読

み替える規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 



省令第１４０条

の６３の２第３

項 

第１項第１号イ及び第２号イ

の規定 

ふじみ野市介護予防・日常生活支

援総合事業実施要綱（平成２９年

ふじみ野市告示第４０号）第５条

第２項第１号及び第３号の規定 

市町村 市長 

第１項の 同要綱第５条第２項第１号及び

第３号の 

同項第１号 これらの規定中 

省令第１４０条

の６３の２第４

項 

第１項又は前項 ふじみ野市介護予防・日常生活支

援総合事業実施要綱第５条第２

項第１号及び第３号 

第１項第１号中 これらの規定中 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第９条関係） 

（令２告示１７・追加、令３告示９４・一部改正） 

様式第２号（第９条関係） 

（令２告示１７・追加） 

様式第３号（第１３条、第１５条関係） 

（令２告示１７・旧様式第１号繰下・一部改正、令３告示９４・一部改

正） 

様式第４号（第１４条関係） 

（令３告示９４・追加） 

様式第５号（第１６条関係） 

（令２告示１７・旧様式第２号繰下・一部改正、令３告示９４・旧様式

第４号繰下・一部改正） 

様式第６号（第１７条関係） 

（令２告示１７・旧様式第３号繰下・一部改正、令３告示９４・旧様式

第５号繰下・一部改正） 

様式第７号（第１８条関係） 

（令２告示１７・旧様式第４号繰下・一部改正、令３告示９４・旧様式

第６号繰下・一部改正） 

様式第８号（第１９条関係） 

（令２告示１７・旧様式第５号繰下・一部改正、令３告示９４・旧様式

第７号繰下・一部改正） 

様式第９号（第２３条関係） 

（平３１告示５７・全改、令２告示１７・旧様式第６号繰下・一部改正、

令３告示９４・旧様式第８号繰下・一部改正） 

様式第１０号（第２４条関係） 

（令２告示１７・旧様式第７号繰下・一部改正、令３告示９４・旧様式

第９号繰下・一部改正） 

様式第１１号（第２４条関係） 

（令２告示１７・旧様式第８号繰下・一部改正、令３告示９４・旧様式

第１０号繰下・一部改正） 

様式第１２号（第２６条関係） 

（平３１告示５７・全改、令２告示１７・旧様式第９号繰下・一部改正、

令３告示９４・旧様式第１１号繰下・一部改正） 

様式第１３号（第２６条関係） 

（平３１告示５７・全改、令２告示１７・旧様式第１０号繰下・一部改

正、令３告示９４・旧様式第１２号繰下・一部改正） 

様式第１４号（第２７条関係） 

（令２告示１７・旧様式第１１号繰下・一部改正、令３告示９４・旧様



式第１３号繰下・一部改正） 

 


